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1 ．はじめに
2 ．Barnette 判決と Wooley 判決
　（ 1 ）Barnette 判決















































































612　　早法 94 巻 4 号（2019）
では政府による特定の表現行為の強制の違憲性が争われ、いずれも強制が
修正 1 条に違反し違憲であるとの判断が下されている。また、両判決で









（ 1 ）Barnette 判決
　1943年の Barnette 判決は、公立学校の式典において生徒に国旗への敬
礼および忠誠の誓いを強制する州法が違憲とされた事例である。よく知ら








（ 4 ）　West Virginia State Board of Education et al v. Barnette et al, 319 U.S. 624
（1943）.







（ 7 ）　Minersville School District v. Gobitis, 310 U.S. 586（1940）.　な お、United 




























（ 8 ）　West Virginia State Board of Education et al v. Barnette et al, at 640.  
（ 9 ）　もっとも、いくつかの下級審判決では Barnette 判決の意図を図りかね、敬礼
の拒否が宗教に基づいたものであることが重視される Gobitis 判決の枠組みが Bar-
nette 判決を引用しながら適用されるなど、混乱も見られた。See, David B. Gabler, 
First Amendment Protection Against Government Compelled Expression and As-
sociation, 23 B.C.L. Rev.995（1982）, at 998.





（ 2 ）Wooley 判決
　Barnette 判決の射程を探るうえで導線となる判決として、1976年の
Wooley 判決がある。この判決では、車のナンバープレートに州の標語
「自由に生きよ、さもなくば死を（Live Free or Die）」を記載するよう強制




















（10）　Steven D. Smith, Barnette’s Big Blunder, 78 Chi.─Kent L.Rev. 625（2003）, at 
626.


























　確かに、Barnette 判決や Wooley 判決はある種の言論強制を修正 1 条
に違反するものと判断しており、その意味で、両判決が消極的な表現の自
（12）　Wooley v. Maynard, at 705. なお、「公の支配……」の一節は、Barnette 判決
多数意見の脚注11から引用されたものである。
（13）　1963年の Sherbert v. Verner, 374 U.S. 398 （1963）により、一般的・中立的な
法と宗教的信念の対立に由来する宗教行為の自由への間接的な制約が生じた場合に
は、厳格な審査基準が適用され、法義務免除を認める枠組みが確立している。
（14）　Larry Alexander, Compelled Speech, 23 Constitutional Commentary 147
（2006）, at 148─150.
（15）　たとえば、アメリカの代表的な憲法の教科書である Erwin Chemerinsky, CON-
STITUTIONAL LAW─PRINCIPLES AND POLICIES, Fifth Edition（Wolters Kluwer in New 
York, 2015）では、Barnette 判決と Wooley 判決は「修正 1 条：表現」の章の中の
「強制された言論」に位置づけられ、「言論しない自由」「言論としての行為」の問
題として取り扱われている。















と の 本 質 に 関 係 な い」 と 指 摘 し て い る
（16）
。 本 稿 で も Barnette 判 決 や
Wooley 判決の事例が条文上、「表現の自由」、「思想・良心の自由」のど
ちらにカテゴライズされるべきかを検討したいわけではない。以下で明ら




























の す べ て が 憲 法 違 反 と な る と は 考 え に く い。 で は、 こ の 中 で な ぜ







（17）　Alexander, supra note 14, at 148.




































（18）　Howard M. Wasserman, Compelled Expression and the Public Forum Doc-
trine, 77 Tul. L. Rev. 163（2002）, at 169.
（19）　Robert D. Kamenshine, Reflections on Coerced Expression, 34 Land and Wa-
ter L. Rev. 101（1999）, at 169.
（20）　See. e.g., Abood v. Detroit Board of Education, 413 U.S. 209（1976）.
（21）　Miami Herald Publ’g Co. v. Tornillo, 418 U.S. 241（1974）.
（22）　Kamenshine, supra note 19, at 169.
（23）　Wasserman, supra note 18, at 174.
（24）　Steven H. Shiffrin, What Is Wrong with Compelled Speech, Journal of Law & 



























H. Shiffrin の論文を取り扱うが、特に明記のない限り、単に Shiffrin とした場合は
前者のことを指す。
（25）　Planned Parenthood of Se. Pa. v. Casey, 505 U.S. 833（1992）.
（26）　Steven Shiffrin, supra note 24, at 7.






























（27）　Abner S. Greene, The Pledge of Allegiance Problem, 64 Fordham L. Rev. 451
（1995）.
（28）　Id, at 473. See, e.g., Meir Dan─Cohen, Freedoms of Collective Speech: A The-
ory of Protected Communications by Organizations, Communities and the State, 79 
Cal. L. Rev. 1229（1999）, at 1241.

































































とは異なる位相の問題として問われなければならない。　Id, at 479─480, 484─485.
（31）　Id. at 482.
（32）　Id, at 483, 490. 同様の観点から Barnette 判決を評価する論文として、Steven 
























































Wooley 判決における Rehnquist 判事の反対意見があげられる。









































（37）　Wooley v. Maynard, at 719─722（dissenting opinion of J. Rehnquist）.
（38）　紙幣にモットーを記載することの合憲性に関しては、下級審裁判例ではあるが
Aronow v. United States, 432 F.2d 242（1970）で示されている。この判決では日
曜休日法が州による宗教目的の強制に当たらないとして合憲とされた McGowan v. 




（39）　Wooley v. Maynard, at 705（footnote 15）.









　もし Wooley 判決の多数意見も Greene と同様の理論枠組みをとってい
るとするなら、両者の結論を分かつものは、合理的な観察者がナンバープ
レートの標語と話者の関係をどのように理解するか、という点についての















































（40）　Pruneyard Shopping Center v. Robins, 447 U.S. 74 （1980）.
（41）　Id, at 86─88. 同様の理由で、Barnette 判決とも事案を異にするとされている。
（42）　Greene, supra note 27, at 484. 

















　ある論者は、Barnette 判決や Wooley 判決で問題とされているのは修











Barnette 判決と Wooley 判決の「特殊」性が潜んでいるように思われる。
　考えられるのは、両判決の事例には一種のイデオロギー強制が含まれる
（43）　Id.






























や Wooley 判決の特殊性は後者に由来するものであり、Greene と判例法
（45）　Wooley v. Maynard, at 715.












わる文言である。たとえば Wooley 判決では、Barnette 判決における
Murphy 判事の補足意見で言及されていた、「自由に言論する権利および










　このような言及を手掛かりに、Barnette 判決や Wooley 判決を思考プ
ロセスの保護とからめて理解する見解が近年有力になっている。以下で

































（48）　Jed Rubenfeld, The First Amendment’s Purpose, Stan. L. Rev. 767（2001）, at 
818─819.
（49）　Id, at 819.































（51）　Jed Rubenfeld, The Freedom of Imagination: Copyright’s Constitutionality, 
112 Yale L. J. 1 （2002）. なお、本論文の中では Barnette 判決、Wooley 判決への
言及はない。
（52）　Alexander Meiklejohn, The First Amendment Is an Absolute, 1961 Sup. Ct. 















































































（60）　Rubenfeld, supra note 51, at 39.　上述の「反正統性原理」も含まれよう。































ことそれだけで成り立っている場合、（ 2 ） 何らかの形で、誰かがイメー
（62）　Rubenfeld, supra note 51, at 40.
（63）　Id, at 41.
（64）　Cohen v. California, 403 U.S. 15 （1971）.
（65）　Rubenfeld, supra note 51, at 41─42.



























































る。この一節からは、Barnette 判決や Wooley 判決の焦点が話者の外的
（67）　West Virginia State Board of Education et al v. Barnette et al, at 642.
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（68）　Vincent Blasi ＆ Seana V. Shiffrin, The Story of West Virginia State Board of 
Education v. Barnette: The Pledge of Allegiance and the Freedom of Thought, in 
Michael C. Dorf ed, CONSTITUTIONAL LAW STORIES 2nd edition 407 （Foundation 
Press, 2009）, at 433─434.
（69）　言論の自由の原理論についてはアメリカに限っても膨大な蓄積がある分野で
あり、本稿で紹介するのは Shiffrin の著作をもとに、思想・良心の自由と Bar-
nette 判決、Wooley 判決との関係を示すのに必要な限りのものにとどめる。
（70）　Seana Shiffrin, SPEECH MATTERS─ON LYING, MORALITY, AND THE LAW, （Princ-
eton University Press, 2016）, at 80. See also, Seana Shiffrin, A Thinker─Based Ap-



































（73）　See, e.g., Thomas Scanlon, THE DIFFICULTY OF TOLERANCE: ESSAY IN POLITICAL 
PHILOSOPHY （Cambridge University Press, 2003）.
（74）　See, e.g., Edwin Baker, HUMAN LIBERTY AND FREEDOM OF SPEECH （Oxford Uni-
versity Press, 1992）.
（75）　See, e.g., Alexander Meiklejohn, FREE SPEECH AND ITS RELATION TO SELF─GOV-
ERNMENT （Lawbook Exchange, Ltd., 1948）. 
（76）　See, e.g., Abram v. United States, 250 U.S. 616（1919）, at 630（dissenting 
opinion of J. Holmes）. 
（77）　Seana Shiffrin, supra note 70, at 83.






































（81）　Steven H. Shiffrin, supra note 24, at 132─139.





















































































　では、Wooley 判決はどうか。Shiffrin によれば、Wooley 判決の事案
は車のドライバーが自ら標語を声に出す必要はまったくなく、この点で忠
誠の誓いを暗唱するよう求められた Barnette 判決の事案とは異なる。に






















（93）　Wooley v. Maynard, at 715.












　Rubenfeld と Shiffrin の 所 論 を ま と め る と、 次 の よ う に な る。













































（95）　Marc Jonathan Blitz, Freedom of Thought for The Extended Mind : Cognitive 
Enhancement, 2010 Wis. L. Rev. 1049（2010）, at 1085─1086.
（96）　Vincent Blasi, Seana Shiffrin’s Thinker─Based Freedom of Speech: A Re-
sponse, 27 Constitutional Commentary 309（2011）, at 314─316.
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5 ．むすびに
　本稿では、Barnette 判決と Wooley 判決が残した思想・良心の自由へ
の示唆─「内心の自由（freedom of mind）」、「修正 1 条の目的から見て、
公の支配（official control）の及ぶ領域から取り除かれるべき知的、精神的
な領域」、「思考の自由（freedom of thought）」などへの言及─を手掛か
りに、言論強制と思考プロセスの自由との関係について検討してきた。結
論として、ある種の言論強制は、単に表現行為の強制であるにとどまら
ず、個人の内心の思考プロセスに直接介入するものと評価されること、こ
のような介入が修正 1 条によって保護される憲法上の権利を侵害すること
が明らかとなった。
　思考プロセスの自由においては、言論強制によって第三者からの自身の
内心をどのように評価されるかではなく、自らの思考プロセスに介入さ
れ、国家によって利用されることそれ自体を問題視する。もとより、教育
をはじめとして、個人の思考プロセスに介入する国家行為は数多く存在
し、これをすべて排除することは不可能であり、適切でもない。しかし、
だからといって、国家が個人の思考プロセスに自由に介入できる社会で
は、人権の意義そのものが失われることとなるだろう。本稿で検討した理
論は、いかなる場合であっても国家が立ち入るべきでない最低限の一線を
設けることを目指すものとして評価できよう。
　したがって、本稿で検討した思考プロセスの自由は、例えば良心的徴兵
拒否のような法義務免除の拠り所になるものではない。法義務免除のよう
な自由は、思考プロセスの自由が確保されている社会において、さらに思
想・良心の自由への手厚い保護をなすための権利であり、したがって、保
護の密度は必ずしも高いものとはならないだろう。これとは反対に、最低
限の一線を引く思考プロセスの自由には、これが侵されれば思想・良心の
自由を最低限保障するための前提条件を欠くこととなるために、極めて高
思想・良心の自由の前提条件（森口）　　647
い密度の保護が与えられなければならない。
　これまでの日本の思想・良心の自由論では、まず国家が自由な思想・良
心に介入しないという前提条件があり、それを満たしたうえではじめて、
法義務免除のような付加的な権利が問題となる、という二段構えの保護の
在り方に自覚的でなかったように思われる。法義務免除が保障されている
社会は、思想・良心の自由が保障されている社会とイコールではない。だ
とすれば、思考プロセスの自由のように、自身の思想・良心を自由に発展
させ、介入を受けない権利が、日本国憲法が志向する人権の前提条件とし
て想定されなければならない。
